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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第２四半期連結
累計期間

第23期
第２四半期連結
累計期間

第22期

会計期間
自2018年４月１日
至2018年９月30日

自2019年４月１日
至2019年９月30日

自2018年４月１日
至2019年３月31日

売上高 （千円） 1,716,886 2,257,770 4,256,195

経常利益 （千円） 309,604 265,378 909,529

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 278,034 214,113 947,479

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 246,977 94,460 980,859

純資産額 （千円） 9,497,460 10,336,738 10,231,277

総資産額 （千円） 10,429,395 11,719,059 11,360,903

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 15.96 11.72 53.09

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） - - -

自己資本比率 （％） 89.4 87.0 88.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 571,841 572,739 778,099

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △754,847 △103,371 △3,056,827

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 2,992,369 30,496 3,012,796

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 7,175,844 5,499,344 5,053,290

 

回次
第22期

第２四半期連結
会計期間

第23期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自2018年７月１日
至2018年９月30日

自2019年７月１日
至2019年９月30日

１株当たり四半期純利益　　　　　　（円） 8.71 13.44

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．第22期第２四半期連結累計期間及び第22期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。第23期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益については、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、Glamo America,Inc.は清算したため、連結の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１） 財政状態及び経営成績の状況

当社グループは、音声認識ビジネスを人工知能などの付加により、価値を増幅させたBSR（超音声認識）ビジネスに進

化させ、2020年３月期までのBSR導入期、2023年３月期までのBSR展開期、2026年３月期までのBSR拡大期を経て、３年間

の売上高をそれぞれ２倍（年平均30％増）、BSR拡大期の最終年度で営業利益率30％を実現することを計画しておりま

す。

そのような計画のもと、BSR導入期３カ年の最終年度である当連結会計年度につきましては、今までの主力のプロダク

ト販売やソリューションビジネスというフロービジネスの拡大と、新たなAmiVoice®クラウドプラットフォーム（ACP）と

AmiVoice®クラウドサービス（ACS）のライセンス販売及びサブスクリプションビジネスを進めてまいります。ACPとは

AmiVoice®音声認識エンジンのクラウド経由の利用環境であり、ACSとは当社開発のAmiVoice®音声認識エンジンを利用し

たクラウドサービスのことを言います。

当第２四半期連結累計期間においては、当社のコア技術である「AI音声認識」（AIにより認識精度などが向上した音

声認識：AmiVoice®）や「音声AI」（音声認識を含む音声処理を前提としたAI技術：AmiAgent®）による、ライセンス販売

及びサブスクリプションビジネスとソリューションビジネスが堅調に推移いたしました。

その結果、売上高に関しましては、BSR1（第一の成長エンジン）においては、CTI事業部が大幅に増収したこと等によ

り前年同期比35.0％増となりました。また、BSR2（第二の成長エンジン）においては、ビジネス開発センターが大幅に増

収したこと等から、前年同期比24.0％増となりました。よって、当社グループ全体では、前年同期比31.5％の増収となり

ました。

損益に関しまして、営業利益につきましては、BSR1（第一の成長エンジン）において、ほぼ全ての事業部で増益した

こと等により前年同期比110.1％増と大幅な増益となりました。一方、BSR2（第二の成長エンジン）においては、連結子

会社のAMIVOICE THAI CO., LTD.（タイ王国）と株式会社グラモの赤字幅拡大が影響し、前年同期比で減益となりまし

た。よって、当社グループ全体では、BSR1（第一の成長エンジン）の大幅な増益によって、前年同期比で115.0％増と大

幅な増益となりました。経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、前年同期に為替差益を計上し

たものの当第２四半期連結累計期間では為替差損を計上したこと等から、前年同期比で減益となりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は2,257百万円（前年同期は売上高1,716百万円）、営業利益277百

万円（前年同期は営業利益129百万円）、経常利益265百万円（前年同期は経常利益309百万円）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は214百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益278百万円）となりました。

 

音声事業の各分野別の状況は、以下のとおりであります。

 

BSR1の状況

 売上高 （前年同期比） 営業利益 （前年同期比）

BSR1（第一の成長エンジン） 1,782百万円 35.0％増 467百万円 110.1％増

 

①CTI事業部（BSR1）

コンタクトセンター市場において競合企業が参入してきているものの、当社のAI音声認識ソリューション「AmiVoice®

Communication Suite」の認識精度や機能、導入実績等の競争優位性の強化に加えて、パートナー連携を強化すること

で、シェアの拡大を進めました。そのような中、ソフトバンク株式会社のコンタクトセンターに採用されるなど、大型案

件の獲得を進めました。
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②STF事業部（BSR1）

金融機関を中心にお客様との商談での会話をAI音声認識で文字化することで、コンプライアンスの徹底や業務の効率

化を図る提案を進めました。また、ダイバーシティ（聴覚障害者・多言語等）コミュニケーション支援ツールを展開して

いる複数の企業で、提供しているAI音声認識クラウドサービス「AmiVoice® Cloud」の利用量が増大しました。

 

③医療事業部（BSR1）

病院における働き方改革の浸透に伴い効率的にカルテ入力や帳票/報告書作成等を行うニーズの高まりから、医療向け

AI音声入力ソフト「AmiVoice® Ex7」シリーズの販売が堅調に推移しました。また、医療向けのiOS版AI音声入力キーボー

ドアプリケーション「AmiVoice® SBx Medical」や、医療向けのAI音声認識ワークシェアリングサービス「AmiVoice®

iNote」などもモバイル版の販売/普及を進めました。

 

④VoXT事業部（BSR1）

　前期に引き続き、働き方改革の浸透に伴い効率的に議事録作成を行うニーズの高まりから、AI音声認識を活用した議事

録作成支援システム（AmiVoice® MinutesWriter）や議事録向けAmiVoice®クラウドサービス（ProVoXT）の採用が、地方

自治体、大手民間企業や報道機関等で進みました。また、パートナー企業を増やすとともに、連携を強化することで販

売/普及を進めました。

 

BSR2の状況

 売上高 （前年同期比） 営業損失 （前年同期比）

BSR2（第二の成長エンジン） 502百万円 24.0％増 △190百万円 ―

 

⑤海外事業部・ビジネス開発センター（BSR2）

海外事業部は、中国語版AI音声認識AmiVoice® エンジンのさらなる認識精度向上や中国向けコールセンター製品の開発

等の研究開発に重点的に取り組みました。

ビジネス開発センターは、建設業界向け建築工程管理のプラットフォームサービス「AmiVoice® スーパーインスペク

ションプラットフォーム（SIP）」のユーザー企業数が増加しました。あわせて、同クラウドサービスを利用した人材

（AISH注））サービスも堅調に推移しました。

　　　　　　　　　　　注）AISH（アイッシュ）とは 「AI Super-Humanizing（AI によるスーパーマン化）」のことを言います。

 

⑥連結子会社等（BSR2）

AMIVOICE THAI CO., LTD.（タイ王国）は、想定していた大型案件の獲得が進まず、当初計画を下回りました。

株式会社グラモは、大手賃貸アパート会社への提案や導入に向けたトライアルを進めました。一方で、既存大口顧客

の案件獲得が想定を下回ったこと等から、当初計画を下回りました。

株式会社速記センターつくばは、自治体向け・裁判所向け・民間向け案件の受注獲得等を進めました。

株式会社Rixioは、ビジネス拡大に向けた社内体制の構築と収益構造の強化を進めました。

 

(２）財政状態の分析

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は8,185百万円となり、前連結会計年度末に比べ76百万円増加いたしま

した。これは主に売上債権の回収により現金及び預金が219百万円増加し、受取手形及び売掛金並びに電子記録債権の213

百万円の減少があったこと、商品及び製品が36百万円増加したこと等によるものであります。固定資産は3,533百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ281百万円増加いたしました。これは主に本社移転により建物等有形固定資産が増加した

ことによるものです。

　この結果、総資産は11,719百万円となり、前連結会計年度末に比べ358百万円増加いたしました。

 

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は1,208百万円となり、前連結会計年度末に比べ242百万円増加いたしま

した。これは売上代金等の前受金181百万円の増加、本社移転等に関する未払金155百万円の増加等によるものでありま

す。固定負債は173百万円となり、前連結会計年度末に比べ9百万円増加いたしました。

　この結果、負債合計は1,382百万円となり、前連結会計年度末に比べ252百万円増加いたしました。
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（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は10,336百万円となり、前連結会計年度末に比べ105百万円増加いた

しました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益214百万円の計上等によるものであります。

　この結果、自己資本比率は87.0％（前連結会計年度末は88.7％）となりました。

 

(３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に比べ

446百万円増加し、5,499百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は572百万円（前年同四半期は571百万円の獲得）となりました。これは税金等調整前四半

期純利益258百万円、売上債権の減少215百万円と減価償却費118百万円等を計上したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は103百万円（前年同四半期は754百万円の使用）となりました。これは主に定期預金の預

入による支出1,200百万円、定期預金の払戻による収入1,418百万円、投資有価証券の取得による支出149百万円等による

ものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は30百万円（前年同四半期は2,992百万円の獲得）となりました。これは短期借入による

収入150百万円、短期借入金の返済による支出125百万円等によるものであります。

 

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(５) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、197百万円であります。なお、当第２

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

技術受入契約に関するFIFTH SUPPLEMENTAL AGREEMENT（補足契約書５）契約  
 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約締結日 契約内容 契約期間

株式会社アドバ

ンスト・メディ

ア

(当社)

Multimodal

Technologi

es,LLC.

 

米国
ライセン

ス費用

2019年

７月25日

10年間のライセンス

費用を一括して前払

いする契約

2025年10月１日から

2035年９月30日まで

（注） 当社は、同社への2025年９月30日までのライセンス費用については、すでに支払いを完了しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,800,000

計 35,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（2019年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,272,724 18,272,724
東京証券取引所

（マザーズ）
単元株式数100株

計 18,272,724 18,272,724 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当第２四半期連結会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2019年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社従業員     169

当社子会社取締役 １

新株予約権の数（個）※ 970

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 97,000（注１）

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,324（注２）

新株予約権の行使期間 ※ 自 2021年７月25日 至 2024年７月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     1,324

資本組入額     662（注３）

新株予約権の行使の条件 ※

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に

定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
（注４）

※ 新株予約権証券の発行時（2019年７月25日）における内容を記載しております。

（注）１.　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株とします。但し、当社普通株式について株式分割等を

行う場合には、付与株式数を調整します。

ただし、当社が普通株式につき、株式分割（当社普通株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載に

つき同じ）又は株式併合を行う場合には、新株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使

されていない新株予約権について、付与株式数を次の計算により調整します。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、取締役会

において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができるものとします。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

２.　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができ

る株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じ

た金額とします。

　行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）における東京証券取引所の当社

普通株式の普通取引の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）とします。
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　なお、新株予約権の割当日後に以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整します。

(1) 当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

(2) 当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合は（会社法

第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡しの場合、当社

普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換又は当社普通株式の交付を請求できる新株

予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）、次の算式により

行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

    
既発行

株式数
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
× １株当たり時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分株式数」に、「１株当

たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとします。

(3) 当社が合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とす

る場合には、必要かつ合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。

３.　新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとします。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増

加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

４.　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に

限る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効

力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社の成立の

日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株

式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日

をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保

有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとします。ただ

し、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記（注１）に準じて決定するものとします。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記（注２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定さ

れる当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行

使することができる期間の満了日までとします。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（注３）に準じて決定するものとします。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとします。

(8) 新株予約権の取得条項
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当社は、以下①、②、③、④又は⑤の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要の場合は当社の取締役会で承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日をもって、新株

予約権を無償で取得することができるものとします。

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(9) その他新株予約権証の行使の条件

①新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、執行役員又は従業

員のいずれかの地位にあることを要するものとします。ただし、取締役又は執行役員が任期満了に

より退任した場合、従業員が定年で退職した場合、その他正当な理由がある場合は、この限りでは

ないものとします。

②その他権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによるものとします。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年７月25日

（注）
5,200 18,272,724 3,338 6,871,755 3,338 5,336,775

（注）譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行による増加であります。

発行価額  １株につき1,284円

資本組入額            642円

発行総額          6,676千円
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（５）【大株主の状況】

  2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

ウィズ・アジア・エボリューションファ

ンド投資事業有限責任組合
東京都港区愛宕２丁目５番１号 1,286,324 7.04

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 789,200 4.32

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 660,000 3.61

㈱サン・クロレラ
京都府京都市下京区烏丸通五条下る大坂町

369番地
590,000 3.23

㈱BSR 千葉県浦安市 560,000 3.06

住友不動産㈱ 東京都新宿区西新宿２丁目４番１号 469,000 2.57

鈴木　清幸 千葉県浦安市 456,400 2.50

木田　裕介 大阪府豊中市 360,500 1.97

村上　青史 宮城県仙台市青葉区 336,100 1.84

㈱ブロードリーフ 東京都品川区東品川４丁目13番14号 292,600 1.60

計 － 5,800,124 31.74

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2019年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,269,100 182,691 －

単元未満株式 普通株式 3,524 － －

発行済株式総数  18,272,724 － －

総株主の議決権  － 182,691 －

 

②【自己株式等】

    2019年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己株式）

株式会社アドバンスト・

メディア

東京都豊島区東池袋三丁目

１番１号
100 － 100 0.00

計 - 100 － 100 0.00

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表については、監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,484,622 6,704,421

受取手形及び売掛金 1,263,388 1,089,860

電子記録債権 74,900 34,474

商品及び製品 100,391 136,746

仕掛品 7,489 19,383

原材料及び貯蔵品 52,446 44,305

未収入金 6,030 5,338

その他 122,288 153,309

貸倒引当金 △2,780 △2,382

流動資産合計 8,108,778 8,185,457

固定資産   

有形固定資産   

建物 84,833 177,546

減価償却累計額 △41,331 △8,758

減損損失累計額 △32,655 △3,090

建物（純額） 10,845 165,697

その他 221,047 260,879

減価償却累計額 △155,424 △140,318

減損損失累計額 △10,926 △4,942

その他（純額） 54,696 115,618

有形固定資産合計 65,542 281,316

無形固定資産   

ソフトウエア 273,573 322,054

ソフトウエア仮勘定 76,293 55,962

のれん 15,666 11,049

その他 115 115

無形固定資産合計 365,649 389,181

投資その他の資産   

投資有価証券 2,176,725 2,188,477

敷金及び保証金 183,315 189,629

長期前払費用 243,939 230,681

繰延税金資産 59,485 82,787

その他 157,468 171,529

投資その他の資産合計 2,820,933 2,863,104

固定資産合計 3,252,124 3,533,602

資産合計 11,360,903 11,719,059
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 132,966 128,404

短期借入金 75,004 100,000

1年内返済予定の長期借入金 9,000 12,324

未払金 208,130 363,874

未払法人税等 118,340 81,851

前受金 247,837 429,147

その他 174,441 92,923

流動負債合計 965,720 1,208,524

固定負債   

長期借入金 156,084 158,260

資産除去債務 7,821 15,536

固定負債合計 163,905 173,796

負債合計 1,129,625 1,382,321

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,868,417 6,871,755

資本剰余金 5,876,092 5,879,431

利益剰余金 △2,837,155 △2,623,881

自己株式 △226 △226

株主資本合計 9,907,128 10,127,079

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 159,420 59,360

為替換算調整勘定 5,397 7,685

その他の包括利益累計額合計 164,817 67,045

新株予約権 - 4,082

非支配株主持分 159,331 138,530

純資産合計 10,231,277 10,336,738

負債純資産合計 11,360,903 11,719,059
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 1,716,886 2,257,770

売上原価 495,460 724,086

売上総利益 1,221,425 1,533,683

販売費及び一般管理費 ※ 1,092,145 ※ 1,255,794

営業利益 129,280 277,888

営業外収益   

受取利息 19,676 21,877

受取配当金 - 9,552

為替差益 128,840 -

投資事業組合運用益 21,043 10,234

持分法による投資利益 10,187 -

雑収入 1,500 2,447

営業外収益合計 181,249 44,111

営業外費用   

支払利息 771 1,060

為替差損 - 50,692

持分法による投資損失 - 4,868

雑損失 153 -

営業外費用合計 925 56,622

経常利益 309,604 265,378

特別損失   

固定資産除却損 - 6,612

関係会社清算損 - 417

特別損失合計 - 7,030

税金等調整前四半期純利益 309,604 258,347

法人税、住民税及び事業税 37,531 45,265

法人税等調整額 - 20,849

法人税等合計 37,531 66,114

四半期純利益 272,072 192,232

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △5,961 △21,880

親会社株主に帰属する四半期純利益 278,034 214,113
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

四半期純利益 272,072 192,232

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △29,266 △100,059

為替換算調整勘定 4,965 1,683

持分法適用会社に対する持分相当額 △794 604

その他の包括利益合計 △25,095 △97,771

四半期包括利益 246,977 94,460

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 252,938 116,341

非支配株主に係る四半期包括利益 △5,961 △21,880
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 309,604 258,347

減価償却費 93,608 118,531

のれん償却額 1,855 4,617

固定資産除却損 - 6,612

持分法による投資損益（△は益） △10,187 4,868

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,970 △397

株式報酬費用 - 4,304

受取利息及び受取配当金 △19,676 △31,429

支払利息 771 1,060

投資事業組合運用損益（△は益） △21,043 △10,234

為替差損益（△は益） △128,038 53,649

売上債権の増減額（△は増加） 444,534 215,279

たな卸資産の増減額（△は増加） △44,417 △40,105

前払費用の増減額（△は増加） 16,930 △6,937

仕入債務の増減額（△は減少） △11,686 △4,596

未払金の増減額（△は減少） △5,672 △63,659

未払費用の増減額（△は減少） △21,010 △30,368

前受金の増減額（△は減少） 92,662 181,241

その他 △71,677 △39,465

小計 623,584 621,318

利息及び配当金の受取額 21,330 34,425

利息の支払額 △771 △1,060

法人税等の支払額 △73,256 △82,268

法人税等の還付額 953 324

営業活動によるキャッシュ・フロー 571,841 572,739

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △700,000 △1,200,000

定期預金の払戻による収入 100,000 1,418,487

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△23,781 -

有形固定資産の取得による支出 △24,902 △17,212

出資金の分配による収入 20,700 -

無形固定資産の取得による支出 △132,222 △125,534

投資有価証券の取得による支出 - △149,992

貸付けによる支出 - △20,000

貸付金の回収による収入 - 11,400

敷金及び保証金の差入による支出 △4,165 △7,417

敷金及び保証金の回収による収入 - 1,119

保険積立金の積立による支出 - △14,060

その他 9,525 △160

投資活動によるキャッシュ・フロー △754,847 △103,371

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 50,000 150,000

短期借入金の返済による支出 △33,335 △125,004

長期借入れによる収入 - 10,000

長期借入金の返済による支出 △416 △4,500

新株予約権の行使による株式の発行による収入 2,990,400 -

自己株式の取得による支出 △14,280 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,992,369 30,496

現金及び現金同等物に係る換算差額 129,427 △53,810

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,938,791 446,053

現金及び現金同等物の期首残高 4,237,053 5,053,290

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 7,175,844 ※１ 5,499,344
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結会計期間において、Glamo America,Inc.は清算したため、連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
　　至 2018年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
　　至 2019年９月30日）

従業員給与手当 364,120千円 407,257千円

研究開発費 198,714 197,305

支払手数料 90,566 103,194

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１. 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

現金及び預金勘定 7,880,816千円 6,704,421千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △704,972 △1,205,077

現金及び現金同等物 7,175,844 5,499,344

 

２. 重要な非資金取引の内容

無担保転換社債型新株予約権付社債における新株予約権の権利行使

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

新株予約権の行使による資本金増加額 385,000千円 －千円

新株予約権の行使による資本準備金増加額 385,000 －

新株予約権の行使による新株予約権付社債の減少額 770,000 －
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日　至 2018年９月30日）

（1）配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（2）株主資本の金額の著しい変動

　当社は当第２四半期連結累計期間において、新株予約権の権利行使（無担保転換社債型新株予約権付社

債の権利行使を含む）による新株発行に伴い、資本金が1,895,320千円増加し、資本剰余金が1,893,640千

円増加しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日　至 2019年９月30日）

（1）配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（2）株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自2019

年４月１日　至2019年９月30日）

　当社グループは音声事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

　比較情報における取得原価の当初配分額の重要な見直し

　2018年８月24日に行われた株式会社Rixioとの企業結合について前第２四半期連結会計期間において暫定的

な会計処理を行っておりましたが、前第３四半期連結会計期間に確定しております。

　この暫定的な会計処理の確定に伴い、当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に含まれる比較情報

において取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されており、前第２四半期連結累計期間に暫定的に算定

されたのれんの金額19,042千円は、取得原価の配分額の確定により2,468千円減少し、16,573千円となってお

ります。

　なお、前第２四半期連結累計期間における四半期連結損益計算書への影響はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

(1)１株当たり四半期純利益 15円96銭 11円72銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
278,034 214,113

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
278,034 214,113

普通株式の期中平均株式数（株） 17,425,627 18,269,323

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

────── ──────

（注）　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在

株式は存在するものの希薄化効果を有しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2019年11月12日

株式会社アドバンスト・メディア

取締役会　御中
 

監査法人アヴァンティア
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　直人　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　大佑　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドバ

ンスト・メディアの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2019年７月１日

から2019年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アドバンスト・メディア及び連結子会社の2019年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１.　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２.　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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